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知 事 提 案 説 明 要 旨

平成２８年２月定例県議会

平成２８年２月定例県議会の開会に当たりまして、まず冒頭にお詫び

を申し上げます。

先般相次いで発生しました知事部局をはじめとする職員の不祥事につ

きましては、県政に対する信頼を大きく失墜させるものであり、あらた

めまして県議会をはじめ県民の皆様に心よりお詫び申し上げます。

私が自ら先頭に立って、改めて綱紀保持の徹底を図り、職員一丸とな

って、県民の皆様の信頼回復に全力で努めてまいります。

それでは、今後の県政運営に関する所信の一端を申し上げますととも

に、ただいま提案いたしました平成２８年度の予算案並びにその他の議

案について、その概要を御説明申し上げます。

【 県 政 運 営 の 基 本 姿 勢 】

我が国は、本格的な人口減少社会の到来、高齢化の進展、ＴＰＰの大

筋合意を始めとする国際競争の激化、国・地方を通じた厳しい財政事情

など多くの課題を抱える中、個性豊かで魅力ある地域社会の実現に向け

た地方創生の取組が本格化しております。

本県におきましても、昨年９月に策定した「宮崎県まち・ひと・しご

と創生総合戦略」に基づき、本県の特色や優位性を最大限に生かし、
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市町村や県民の皆様とも連携して、地方創生の取組を加速化させていく

こととしております。

また、東九州自動車道などインフラ整備の着実な進展、新たな国際定

期航空路線やＬＣＣの就航、大型クルーズ船の相次ぐ寄港、さらには、

ミラノ国際博覧会への出展、ジェトロ宮崎貿易情報センターの開設など

国内外に向けて飛躍する基盤が順調に整っているところであります。今

後とも、ＴＰＰ協定の動向を注視しつつ、東京オリンピック・パラリン

ピックも見据え、様々な分野でグローバルな展開をさらに進めていくこ

ととしております。

一方で、口蹄疫発生から５年が経過しましたが、被害の中心となった

西都・児湯地域の状況を見ますと、必ずしも復興を成し遂げたと言える

状況にはありません。また、国際的なテロの脅威を幾度となく目の当た

りにするとともに、国内でも大規模な自然災害が発生しております。

あらためて「常在危機」の意識の下、あらゆる災害リスクへの備えを

図っていく必要があると考えております。

本年は、これらを念頭に、攻めの姿勢で、直面する課題の解決に取り

組むとともに、宮崎の魅力、活力を「日本のひなた宮崎県」のキャッチ

フレーズとともに力強く発信してまいります。

様々な施策の効果が着実に実感できるようになってきておりますが、

今年はそれらをさらに大きなうねりとし、本県にとって「躍動の年」と

なるよう、引き続き県民の皆様の声に真摯に耳を傾け、全力で取り組ん



- 3 -

でまいりますので、県議会の皆様をはじめ、県民の皆様のより一層の御

理解と御協力をお願い申し上げます。

【 県 政 報 告 】

続きまして、提案いたしました議案の御説明に先立ち、２点ほど御報

告をさせていただきます。

１点目は、ＴＰＰ協定への対応についてであります。

国においては、昨年１１月に「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」が策定

されるとともに、今年１月には、大綱実現に向けた施策を含む平成２７

年度補正予算が成立しております。

これらも踏まえ、本県におきましても、ＴＰＰ協定が本県に与える影

響について試算を行いますとともに、「宮崎県ＴＰＰ対応基本方針」を

取りまとめたところであります。

ＴＰＰ協定につきましては、そのプラス効果を最大限に発揮させると

ともに、マイナスの影響を如何に最小限に留めるかということが何より

重要であります。今後とも、国に対して、大綱の確実な実施を強く要望

するとともに、本県としても必要な対策を講じてまいりたいと考えてお

ります。

２点目は、高千穂郷・椎葉山地域の世界農業遺産認定についてであり
たか ち ほ ごう しい ば やま

ます。
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昨年１２月、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町、諸塚村及び椎葉村の５

町村で構成される「高千穂郷・椎葉山地域」が国連食糧農業機関（ＦＡＯ）
たか ち ほ ごう しい ば やま

から世界農業遺産の認定を受けました。

この地域に広がる美しい棚田や森林、神楽をはじめとする伝統文化、

そして、それらを維持してきた地域の強い絆が山間地域のモデルとして

世界的に認められたものであり、大変喜ばしく、光栄に思います。認定

に向け、取組を進めてこられました関係者の皆様、御支援を頂きました

方々、そして地域の皆様に、改めて感謝と敬意を表したいと思います。

世界農業遺産の認定は、地域の方々の大きな自信と誇りとなりますと

ともに、本地域の重要性を国内外に広く発信できますことから、様々な

波及効果が生まれ、地域活性化につながることが期待されます。

認定を契機としまして、伝統的な農林業等の一層の保全・継承、認定

を生かした地域活性化等に、地域と一体となって取り組んでまいります。

【当初予算案編成の基本的な考え方】

それでは、まず今議会に提案いたしました平成２８年度当初予算案に

つきまして御説明申し上げます。

平成２８年度当初予算案編成に当たりましては、財政改革の着実な実

行、平成２８年度重点施策の推進、役割分担等を踏まえた施策の推進を

基本方針といたしました。

その上で当初予算案につきましては、「第四期財政改革推進計画」を
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着実に実行しながら、選択と集中の理念の下、人口減少問題や地域経済

の活性化、県民の安全・安心の確保などの課題に的確に対応する施策の

積極的な推進を図る「躍動する『みやざき新時代』予算」として編成し

たところであります。

このような方針に基づき編成いたしました結果、

一 般 会 計 ５,８２０億７,２００万円

特 別 会 計 １,１３５億５,３１２万９千円

公営企業会計 ４４２億８,４６８万６千円

となります。

なお、一般会計につきましては、平成２７年度肉付け後の予算額と比

較して１６.６％の減となりますが、２７年度は特殊要因として、口蹄

疫対策転貸債等の償還金１,２００億円を計上しておりましたので、こ

の償還金を除いた場合と比較しますと０.７パーセントの増となってお

り、実質的には３年連続で対前年度比プラスとなります。

この中で、極めて厳しい財政状況にありますが、地方創生に向けた取

組の加速化や県民の安全・安心の確保を図る取組などを積極的に推進す

る観点から、２８年度においても「特別枠」を設け、公共事業を４５億

円、新たに設置する「県営電気事業みやざき創生基金」及び２７年度予

算で追加造成を行った「大規模災害対策基金」を活用した事業を１８.８

億円、総額６３.８億円規模の追加措置をすることといたしました。

このうち、公共事業の追加措置につきましては、全県的にきめ細かな
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事業を展開することのできる県単独事業を２５億円上乗せし、対前年度

比５.４％増としたところであります。

また、補助・交付金事業につきましても、２０億円を上乗せすること

で前年度と同規模の事業費を確保しており、これらの公共事業の執行に

よりまして、県民の安全・安心を確保するための防災・減災対策等を実

施するとともに、県内各地域において経済波及効果を喚起してまいりた

いと考えております。

さらに、公共事業以外の措置でありますが、企業局による新たな地域

貢献事業として、電気事業会計の地方振興積立金を財源に「県営電気事

業みやざき創生基金」を創設し、２８年度から３０年度にかけて毎年度

１０億円、３年間で総額３０億円を積み立てるとともに、２８年度から

の５年間で、地方創生の加速化や、口蹄疫からの復興達成としての畜産

新生に向けた取組に加え、国体開催に向けた施設整備の方針が決定され

た後には、その整備にも活用していくこととしております。

また、「大規模災害対策基金」を活用し、災害等の際に的確に行動で

きる人材の育成や広域連携体制の整備等を前倒しで実施することによ

り、防災・減災対策のさらなる強化も図っていくこととしております。

【 主 な 重 点 事 業 等 】

以下、平成２８年度当初予算案の主なものについて、御説明申し上げ

ます。
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平成２８年度当初予算案におきましては、本県の新時代をけん引する

産業づくりや県内産業の生産性向上・高付加価値化、物流ネットワーク

の充実を図る「みやざき新時代チャレンジ産業づくり」、発信力の強化

と地域の誇りの醸成や次代につなぐ持続可能な地域づくり、みやざき学

・地元学の展開などによる人財育成を図る「世界ブランドのふるさとみ

やざきづくり」、移住・ＵＩＪターンの推進、都市との連携協定を生か

した対流づくりを図る「２つのふるさとづくり」、そして、ライフステ

ージに応じた多様な支援策の充実・強化、仕事と生活の調和した環境づ

くりを図る「子育ての希望を叶える県づくり」の４つを重点施策と位置

付け、予算編成を行ったところであります。

まず、１点目は「みやざき新時代チャレンジ産業づくり」であります。

成長分野の企業を産学金官が連携して支援する体制の充実強化を図る

とともに、成長性の高いベンチャーの発掘・育成への取組、観光地経営

の視点に立った戦略策定や成果検証等を担う「宮崎版ＤＭＯ」の構築を

目指した取組など、「本県の新時代をけん引する産業づくり」を進めて

まいります。

また、地域経済をけん引することが期待される企業等の育成を図るた

めに、関係機関が連携して集中的に支援を行うとともに、水産試験場が

開発した本県オリジナルの海況情報「海の天気図」の高度化や、平成２９

年に宮城県で開催される全国和牛能力共進会で３連覇を勝ち取るための
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総合的な対策など、「県内産業の生産性向上・高付加価値化」を進めて

まいります。

さらに、引き続き高速道路の整備促進や長距離フェリーの利用促進な

ど、「物流ネットワークの充実」にも取り組んでまいります。

２点目は「世界ブランドのふるさとみやざきづくり」であります。

まず、民間事業者との連携による「日本のひなた宮崎県」のキャッチ

フレーズ等を活用した商品開発や情報発信を展開するとともに、世界農

業遺産の認定を生かした高千穂郷・椎葉山地域の活性化を図るスタート
たか ち ほ ごう しい ば やま

アップ事業や、「美しい宮崎づくり」の推進を図る県民協働による沿道

修景美化の取組など、「発信力の強化と地域の誇りの醸成」を図ってま

いります。

また、ジビエの普及拡大に向けた関係者による一体的な取組や、性暴

力被害者に対する総合支援窓口の設置、健康寿命の延伸を図るロコモテ

ィブシンドローム予防運動の普及啓発、特別支援学校高等部生の就労・

自立支援、運転免許センターにおける高齢者等からの運転適性相談に係

る体制の強化など、「次代につなぐ持続可能な地域づくり」を進めてま

いります。

さらに、イタリア・ミラノで発見された伊東マンショ肖像画等の展覧

会の開催や中山間地域等における県立美術館所蔵作品の展示など、「み

やざき学・地元学の展開などによる人財育成」も進めてまいります。
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３点目は「２つのふるさとづくり」であります。

まず、総合計画に掲げる本県が持つゆたかさを指標化し、県内外へ発

信するとともに、「宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンター」の一層の

活用促進、県内企業と学校が連携した高校生の県内就職を促進させる取

組など、「移住・ＵＩＪターンの推進」に取り組んでまいります。

また、県産材の利用促進のため、県外住宅メーカーと県内企業が連携

して行う「みやざきスギ」仕様の住宅の販促支援など、「都市との連携

協定を生かした対流づくり」も進めてまいります。

４点目は「子育ての希望を叶える県づくり」であります。

まず、障がいのある幼児の受入や預かり保育を実施する私立幼稚園等

への支援や、社会的養護を必要とする児童に対する家庭的養育環境の提

供、児童生徒の様々な問題に対応する「スクールソーシャルワーカー」

の増員・充実など教育相談体制の拡充、県立図書館の本の利用向上を図

るための新たな図書流通システムの構築等の「日本一の読書県」を目指

した取組など、「ライフステージに応じた多様な支援策の充実・強化」

に取り組むこととしております。

また、女性の再就職や様々な分野への進出の支援を行うなど、

「仕事と生活の調和した環境づくり」も進めてまいります。
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以上、当初予算案の概要について御説明申し上げましたが、これに要

します一般会計の歳入財源は、

県 税 ９４６億９,０００万円

地 方 交 付 税 １,８２７億 ３００万円

国 庫 支 出 金 ８４９億９,２９３万５千円

県 債 ５８６億９,３８０万円

そ の 他 １,６０９億９,２２６万５千円

であります。

【予算以外の議案】

次に、予算以外の議案について御説明いたします。

議案第２０号 地方警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条

例は、警察法施行令の一部改正による地方警察職員たる警察官の都道府

県警察ごとの定員の基準の改正に伴い、本県警察官の定員について必要

な改正を行うものであります。

議案第２１号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例は、

青島亜熱帯植物園の学習室使用料や行政不服審査法の改正に伴う審査請

求に係る書面の写しの交付手数料等を新設するとともに、青島亜熱帯植

物園大温室の入館料を無料とするなど、当該使用料の廃止等の改正を行

うものであります。

議案第２２号 宮崎県犬取締条例の一部を改正する条例は、犬の抑留
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中の飼育管理及び返還に要する費用を手数料として徴収することに伴

い、関係規定の改正を行うものであります。

議案第２３号 警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する

条例は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部改正

に伴い、特定遊興飲食店営業の許可申請手数料等を新設するものであり

ます。

議案第２４号 宮崎県就農支援資金特別会計条例を廃止する条例は、

青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法の廃止に

伴い、県による就農支援資金の新たな貸付けを行わないことから、特別

会計を廃止するものであります。

議案第２５号 県営電気事業みやざき創生基金条例は、地方創生の推

進をはじめとする地域活性化の取組を重点的に実施するための基金を創

設する条例を制定するものであります。

議案第２６号 宮崎県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改

正する条例は、国が定める後期高齢者医療財政安定化基金の標準拠出率

の見直しに伴い、宮崎県後期高齢者医療広域連合から徴収する拠出金の

拠出率を変更するものであります。

議案第２７号 公の施設に関する条例の一部を改正する条例は、宮崎

県消費生活センターの設置等について、宮崎県民の消費生活の安定及び

向上に関する条例に規定されること等に伴い、関係規定の改正を行うも

のであります。
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議案第２８号 宮崎県民の消費生活の安定及び向上に関する条例の一

部を改正する条例は、消費者安全法の改正に伴い、宮崎県消費生活セン

ターの組織及び運営等に関する事項について条例で定めることとされた

ため、関係規定の改正を行うものであります。

議案第２９号 宮崎県情報公開条例及び宮崎県個人情報保護条例の一

部を改正する条例は、行政不服審査法の改正に伴い、開示決定等に対す

る審査請求に関する規定等の改正を行うものであります。

議案第３０号 職員の退職管理に関する条例は、地方公務員法の一部

改正に伴い、営利企業等に再就職した元職員による職員への働きかけの

禁止など、必要な事項を定める条例を制定するものであります。

議案第３１号 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を

改正する条例は、住民の利便性の向上及び事務処理の効率化の観点から、

知事の権限に属する事務のうち、農地等の転用に係る事務について、取

扱いを希望する市に権限を移譲するための改正等を行うものでありま

す。

議案第３２号 障がいのある人もない人も共に暮らしやすい宮崎県づ

くり条例は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の趣旨を

踏まえ、障がいを理由とする不利益な取扱いの禁止など差別の解消に関

し、必要な事項を定める条例を制定するものであります。

議案第３３号 興行場に関する条例の一部を改正する条例は、興行場

法第２条、第３条関係基準条例準則の改正に伴い、喫煙所の設置を任意
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とするなど関係規定の改正を行うものであります。

議案第３４号 宮崎県中小企業振興条例の一部を改正する条例は、本

県の小規模企業が果たしている重要な役割を踏まえ、その振興を図るに

当たっての基本理念や基本方針に関する規定等を追加するものでありま

す。

議案第３５号 建築基準法施行条例の一部を改正する条例は、建築基

準法の一部改正に伴い、建築審査会の委員の任期等に関する規定を追加

するものであります。

議案第３６号 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施

行条例の一部を改正する条例は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律の一部改正に伴い、特定遊興飲食店営業に関する規定の追

加等の改正を行うものであります。

議案第３７号 宮崎県暴力団排除条例の一部を改正する条例は、学校

教育法の一部改正に伴い、必要な改正を行うものであります。

議案第３８号は、包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２

条の３６第１項の規定により議会の議決に付するものであります。

議案第３９号から議案第４１号までは、平成２８年度の林道事業、農

政水産関係建設事業及び土木事業に要する経費に充てるため、市町村負

担金を徴収することについて、地方財政法第２７条第２項等の規定によ

り議会の議決に付するものであります。

議案第４２号から議案第４５号までは、宮崎県子どもの貧困対策推進
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計画の策定並びに宮崎県地域福祉支援計画、宮崎県環境計画及び宮崎県

森林・林業長期計画の変更について、宮崎県行政に係る基本的な計画の

議決等に関する条例第３条の規定により、議会の議決に付するものであ

ります。

【補 正 予 算 等】

次に、別冊にて同時に提案いたしております平成２７年度補正予算案

及びその他の議案について、その概要を御説明申し上げます。

今回の補正予算案は、国の平成２７年度補正予算及び公共事業費等の

国庫補助決定に伴うもの、その他必要とする経費について措置するもの

であります。

補正額は、

一 般 会 計 △ ８４億８,２７１万４千円

特 別 会 計 △ ４億３,５１６万１千円

公営企業会計 １億８,７１１万９千円

であります。

この結果、平成２７年度の一般会計歳入歳出予算規模は、

６,９７９億６,４３０万円となります。

一般会計は約８５億円の減額となりますが、このうち、国の補正予算

に伴う経費として１５３億３,６１６万７千円を計上しておりますので、
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以下、その主なものについて御説明申し上げます。

まず、公共事業につきましては、国から補助を受けて実施する道路や

河川、土地改良、造林事業等の補助・交付金事業と直轄事業への負担金

を合わせまして、約１００億円を措置することとしております。

また、一億総活躍社会の実現等を目指す事業として、地域医療介護総

合確保基金への積み増しや介護人材・保育人材の確保を図るための修学

資金等の貸付事業の支援を行うとともに、地方創生加速化交付金を活用

する事業として、健康に着目した新たな成長産業の創出や県内産業を支

える多様な労働力の確保、世界農業遺産に認定された高千穂郷・椎葉山
たか ち ほ ごう しい ば やま

地域のプロモーション等の支援などを行うこととしております。

また、ＴＰＰ対策関連事業として、地域農業の担い手となる経営体が

行う農業用機械等の導入支援と農地の生産性の向上等を図る公共土地改

良事業を計上しております。

なお、地方創生加速化交付金については、事業の円滑な執行のため、

交付決定前ではありますが、国の指示もあり、予算に計上させていただ

いておりますことから、実際の執行は、３月末までには決定・通知され

る見込みである交付決定額の範囲内で行うこととしております。

さらに、国の補正予算に伴うもの以外としまして、松くい虫被害のま

ん延防止を図るための経費や「ふるさと宮崎応援寄附金」の増収に伴う

返礼品の経費の増額等を計上しております。
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以上、補正予算案の概要について御説明申し上げましたが、これに要

します一般会計の歳入財源は、

県 税 ５０億１,０００万円

地方消費税清算金 ５６億２,６３９万円

地 方 交 付 税 １９億７,３９７万９千円

国 庫 支 出 金 △ ７８億４,９９６万４千円

繰 入 金 △ ６９億３,８００万３千円

県 債 △ ８億４,４８８万６千円

そ の 他 △ ５４億６,０２３万円

であります。

次に、平成２７年度予算の翌年度への繰越しについてであります。

国の補正予算に係る事業について事業実施期間が不足することなどの

事情から、歳入歳出予算を翌年度に繰り越して執行するものであります。

次に、債務負担行為についてであります。

県単独の道路事業や河川事業等について、今年度中の支出を伴わない

債務負担行為、いわゆる「ゼロ県債」を１０億円余設定しており、国の

「ゼロ国債」を受けて行う道路事業や漁港事業等の約４億円と併せ、平

成２８年度当初予算計上の公共工事の年度内の早期発注及び施工時期の

平準化を図ることとしております。
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次に、特別議案の概要について御説明申し上げます。

議案第６３号 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正す

る条例は、地域再生法の一部改正に伴い、同法に基づき県税の不均一課

税を行った場合の減収額について、地方交付税の対象となることから、

関係規定の改正を行うものであります。

議案第６４号 国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例等を廃止

する条例は、国営大淀川左岸土地改良事業等に係る関係市町及び受益者

からの負担金について、徴収が完了したことから、関係する条例を廃止

するものであります。

議案第６５号 都市公園条例の一部を改正する条例は、学校教育法の

一部改正に伴い、同法で定める学校に「義務教育学校」が追加されるこ

と等から、関係規定の改正を行うものであります。

議案第６６号 教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する

条例及び議案第７４号 教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正

する条例は、銃砲刀剣類所持等取締法の一部改正に伴い、宮崎県ライフ

ル射撃競技場のエアーライフル射場に係る使用料及び利用料金の徴収対

象者を変更するなど、関係規定の改正を行うものであります。

議案第６７号 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例及び

議案第６９号 市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正

する条例は、平成２７年度人事委員会勧告等を踏まえ、一般職の給与改

定等を行うため、関係する条例の改正を行うものであります。
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議案第６８号 議会の議員の給与等に関する条例等の一部を改正する

条例は、国の特別職の給与改定状況等を踏まえ、本県特別職に係る期末

手当の支給月数の改定を行うため、関係する条例の改正を行うものであ

ります。

議案第７０号 宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正す

る条例は、事業終了に伴う国への精算手続きを行うため、基金の設置期

間を延長するものであります。

議案第７１号 宮崎県国民健康保険財政安定化基金条例は、国民健康

保険法に基づき、国民健康保険の安定運営を図るための基金を創設する

条例を制定するものであります。

議案第７２号 宮崎県安心こども基金条例の一部を改正する条例は、

基金事業の一部繰越等に伴い、基金の設置期間を延長するものでありま

す。

議案第７３号 宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改

正する条例は、執行残額を国へ返還するため、基金処分の特例に関する

規定の改正を行うものであります。

議案第７５号 宮崎県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例

は、住民基本台帳法の一部改正に伴い、県税等の賦課徴収に関する事務

が、住民基本台帳ネットワークを通じて本人確認情報を利用できる事務

として規定されたことから、当該条例から関係規定を削除するものであ

ります。
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議案第７６号 みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例の

一部を改正する条例は、水質汚濁防止法の一部改正に伴い、引用条項の

改正を行うものであります。

以上、今回提案いたしました議案の概要について御説明いたしました。

よろしく御審議のほどお願い申し上げます。


